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荒尾市・長洲町新学校給食センター基本構想及び基本計画の策定並びに 

ＰＦＩ導入可能性調査業務委託に係る公募型プロポーザル方式実施要領 

 

１．目的 

荒尾市立学校給食センターは、開設後４７年が経過し老朽化が進む中、衛生水準の確保が

困難となり、調理全般にかかるスペースが狭いことで作業効率の低下を招いていることなど

から、施設全体の抜本的な整備を必要としている。 

本業務は、荒尾市・長洲町新学校給食センターの整備を効率的・効果的に推進するため、

事業内容の検討・整理を行い、民間の資金や改修・運営ノウハウを活用する手法の導入可能

性を調査し、新たな学校給食センターの構想について検討を行うことを目的とする。 

 

２．委託業務の概要 

（１）業務名称 

   荒尾市・長洲町新学校給食センター基本構想及び基本計画の策定並びにＰＦＩ導入可

能性調査業務 

（２）業務内容 

   別紙「荒尾市・長洲町新学校給食センター基本構想及び基本計画の策定並びにＰＦＩ

導入可能性調査業務仕様書」による 

（３）契約方法 

   公募型プロポーザル方式による随意契約 

（４）履行の期間 

   契約締結の日から令和２年１月３１日まで 

（５）委託見積限度額 

   13,890,000 円（消費税及び地方消費税の額を除く。） 

 

３．参加資格 

 荒尾市プロポーザル方式事業者選定実施要綱（以下「要綱」という。）第５条第１項第１

号から第７号までの規定を満たすこと。 

 

４．受託者選定の手続 

（１）評価委員会の設置 

   受託者の選定に当たり、「荒尾市・長洲町新学校給食センター基本構想及び基本計画

の策定並びにＰＦＩ導入可能性調査業務委託事業者評価委員会（以下「評価委員会」と

いう。）」を設置する。 

（２）一次審査及び二次審査の実施 

   参加事業者が４者を超える場合は、一次審査（書類審査）を行い、上位４者について

二次審査（プレゼンテーション審査）を行う。なお、参加事業者が１者の場合でも、二

次審査を行う。 
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（３）契約締結までのスケジュール 

   契約締結に至るまでの予定スケジュールは、表１のとおりである。ただし、土曜日、

日曜日及び休日など、荒尾市の休日を定める条例第１条第１項各号に規定する市の休日

には、受付等を行わない。なお、このスケジュールは参加者の状況、審査の進捗状況等

により若干変更する場合がある。 

 

表１ 契約締結までのスケジュール 

番号 内容 期日 

１ 公告 令和元年５月２０日（月曜） 

２ 参加表明書（要綱様式第１号）の受付 
令和元年５月２０日（月曜）から 

令和元年６月 ３日（月曜）まで 

３ 提示資料に関する質疑の受付 
令和元年５月２０日（月曜）から 

令和元年５月２７日（月曜）まで 

４ 参加資格の確認及び一次審査（書類審査） 
令和元年６月上旬から 

令和元年６月中旬まで 

５ 
提案書提出要請通知書（要綱様式第２号）

の発送 
令和元年６月１０日（月曜）予定 

６ 
提案書の提出意思確認書（要綱様式第４号）

の提出期限 
令和元年６月２１日（金曜）まで 

７ 提案書（要綱様式第３号）等の提出期限 令和元年６月２１日（金曜）まで 

８ 二次審査（プレゼンテーション審査） 令和元年６月下旬予定 

９ 

採用（最優秀提案事業者）及び不採用の決

定通知（要綱様式第７号及び第８号）並び

に契約の締結 

令和元年７月中旬予定 

 

 

５．参加表明手続 

 参加表明する者は、参加表明書とともに下記の添付書類を提出し、審査を受けるものとす

る。なお、（１）の添付書類のうち、「エ 会社の業務実績一覧」及び「オ 配置予定技術者」

には、提案者である企業等の名称を記載しないこと。 

  

 （１）参加表明書及び添付書類（以下「参加表明書類」という。） 

   ア 参加表明書（要綱様式第１号） 

   イ 会社概要（最新のもの。パンフレット等の使用も可。） 

   ウ 直近年度の決算資料 

   エ 会社の業務実績一覧（任意様式、企業名等の記載のないもの）最大１０件まで 

※本業務と類似する業務として、平成２６年度から平成３０年度までの過去５年間

の業務実績のうち、地方公共団体の学校給食施設において、元請けとして受託した
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基本計画策定業務等又はＰＦＩ導入可能性調査業務を記載すること。また、本業務

と関連する業務として、ＰＦＩアドバイザリー業務等も対象とする。基本計画策定

業務とＰＦＩ導入可能性調査業務を一括で請け負った実績がある場合は、各々１件

として記入すること（全て学校給食施設に関する業務に限る。）。 

また、業務実績一覧には、「発注機関名」、「業務名」、「契約金額（消費税込み）」

及び「業務の概要」を記載し、契約書の写し及び契約内容が確認できる資料（テク

リス、仕様書等）を添付すること。なお、現在受注中の業務についても含めて記載

すること（受注中であることを明記すること。）。 

オ 配置予定技術者（任意様式、企業名等の記載のないもの） 

    ※配置予定者ごとに、以下の項目を必ず記載すること。 

①業務経験年数 

②配置予定技術者の業務実績一覧 最大１０件まで 

※本業務と類似する業務として、地方公共団体の学校給食施設において、元請けと

して受託した基本計画策定業務等又はＰＦＩ導入可能性調査業務に主として携わ

ったものを記載すること。また、本業務と関連する業務として、ＰＦＩアドバイザ

リー業務等も対象とする（全て学校給食施設に関する業務に限る。）。 

また、業務実績一覧には、「発注機関名」、「業務名」、「契約金額（消費税込み）」

及び「業務の概要」を記載し、契約書の写し及び契約内容が確認できる資料（テク

リス、仕様書等）を添付すること。なお、現在受注中の業務についても含めて記載

すること（受注中であることを明記すること。）。 

カ 納税証明書（参加表明書を提出する日から前３か月以内に発行された証明書で、

最新の事業年度の国税及び地方税の未納がないことを示すもの） 

① 熊本県内に営業所がない場合（1 種類） 

     ・国税、法人税又は所得税並びに消費税の未納のない証明（写し可）【様式その

３の３で可】 

② 荒尾市以外の熊本県内に営業所等がある場合（2 種類） 

     ・国税、法人税又は所得税並びに消費税の未納のない証明（写し可）【様式その

３の３で可】 

     ・熊本県所管の事業税、自動車税（リースの場合は不要）及びその他県税の未納

のない証明（写し可）【様式その６で可】 

③ 荒尾市内に営業所等がある場合（３種類） 

     ・国税、法人税又は所得税並びに消費税の未納のない証明（写し可）【様式その

３の３で可】 

     ・熊本県所管の事業税、自動車税（リースの場合は不要）及びその他県税の未納

のない証明（写し可）【様式その６で可】 

     ・法人とその代表者の全ての市税の未納のない証明（原本） 

      ※【 】内で可とする様式は、国税庁が定める納税証明書の交付手続に係る様

式を指す。 



4 

 

キ 商業・法人登記に係る履歴事項全部証明書の写し（参加表明書を提出する日から

前３カ月以内に発行された証明書） 

 （２）参加資格確認の基準日  

    参加資格確認の基準日は、参加表明書の提出期限日とする。 

（３）参加表明書類の提出 

    参加表明書類は、正本１部及び副本１５部を以下のとおり持参又は郵送により提出

すること。なお、参加表明書類は、（１）の添付書類一式をつづり込み、表紙に業務

名称及び提出業者名を記入すること。 

   ア 受付期間：令和元年５月２０日（月曜）から令和元年６月３日（月曜）までとす

る。持参の場合は市の休日を除く午前９時から午後５時までとする。郵送の場合

は期限内に必着とする。 

   イ 受付場所：事務局 

 

６．質疑回答 

 （１）質疑の受付 

   ア 受付期間：令和元年５月２０日（月曜）～令和元年５月２７日（月曜） 

   イ 質疑の方法 

    本業務について質疑のある者は、事務局の電子メールアドレス宛てに送信すること。

送信に当たっては、表題を「荒尾市・長洲町新学校給食センター基本構想及び基本計

画の策定並びにＰＦＩ導入可能性調査業務委託についての質疑」とすること。原則と

して、電子メール以外の方法による質問は受け付けない。質問書には、商号（名称）、

代表者名、連絡先、担当者氏名等を明記し、質問内容については、簡潔明瞭にまとめ

ること。 

質疑受付の終了時刻に関しては受付場所における着信日時とし、受理しているかど

うかの判断は事務局が行うものとする。ただし、電話による受理確認は、差し支えな

い。 

 （２）質疑に対する回答 

   ア 回答予定期日：令和元年５月３１日（金曜） 

   イ 回答方法 

    回答予定期日に質疑提出者に対して電子メールで返信するとともに、市ホームペー

ジにて回答する。なお、本業務に直接関係のある質問のみに回答を行うものとし、全

ての質問に回答するとは限らない。 

７．一次審査（書類審査） 

参加事業者数が４者を超える場合は、事務局にて業務実績に関する書類審査を実施する。 

（１）審査予定時期 

   令和元年６月上旬～６月中旬 

（２）評価方法 

表２の基準に基づき、提出書類の内容を評価する。下位が同点により複数あった場合
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は、配置予定技術者の実績を重視する。なお、評価に当たって、内容の確認が必要な場

合は、提案者に個別に質問する場合がある。 

なお、参加事業者数が４者以下の場合には、２次審査において表２に関する項目を併

せて評価する。 

 

表２：一次審査の評価項目及び配点 

評価項目 評価基準 配点 

業務実績 

類似又は関連する業務実績をどの程度有

しているか。 

①企業の業務実績 

②配置予定技術者の業務実績 

２０点 

（うち①１０点、 

②１０点） 

一次審査 合計点 ２０点 

   ※評価点に端数が発生したときには、小数点第２位以下を切り捨て、第１位まで算出する。 

 

８．提案書の提出要請及び提出意思の確認 

 （１）提案書の提出要請 

参加資格の確認及び一次審査の結果に基づき、提案書の提出を要請する事業者を選定

し、令和元年６月１０日（月曜）に「提案書提出要請通知書（要綱様式第２号）」を発送

する予定である。通知のなかった者は、提案書の提出はできないこととする。 

 （２）提出意思確認書の提出 

   提案書の提出要請通知を受けた者は、提案書の提出意思の有無にかかわらず、以下の

とおり持参又は郵送により「提出意思確認書（要綱様式第４号）」を提出すること。 

   ア 提出期限：令和元年６月２１日（金曜）までとする。持参の場合は、市の休日を

除く午前９時から午後５時までとする。郵送の場合は、期限内に必着とする。 

   イ 受付場所：事務局 

 （３）辞退 

   参加表明書提出後に辞退する場合は、提出意思確認書（要綱様式第４号）の提出期限

までに任意様式で「辞退届」を提出すること。 

 

９．提案書等の提出 

 （１）提案書の構成 

   提出意思確認書（要綱様式第４号）を提出した者は、必ず、提案書（要綱様式第３号） 

と下記の添付書類を提出すること。なお、添付書類には、提出者である企業名等の名称 

を記載しないこと。 

   ア 提案事項（任意様式、企業名等の記載のないもの） 

     ※添付書類として、別紙建設予定地参考平面図を参考とし概略施設配置図（案）

及びレイアウトイメージ図（案）を示すこと（最低１案、最大３案までとし、

航空写真等を利用しての提出も可とする。）。 
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     ※提案事項の作成に当たっては、任意様式にて、仕様書に定める業務内容を提案

すること。 

   イ 業務工程表（任意様式、企業名等の記載のないもの） 

 （２）提案書の提出 

   提案書の提出は、下記のとおりとする。 

   ア 提出期限：令和元年６月２１日（金曜） 

   イ 受付場所：事務局 

   ウ 提出書類：提案書（要綱様式第３号）を１部提出するとともに、上記の添付書類

を、正本１部、副本１５部提出すること。 

   エ 提出方法：持参又は郵送。持参の場合は、市の休日を除く午前９時から午後５時

までとする。郵送の場合は、事務局まで期限内に必着とする。 

 （３）見積書の提出 

   見積書の提出は、下記のとおりとする。 

   ア 提出期限：令和元年６月２１日（金曜） 

   イ 受付場所：事務局 

   ウ 提出書類：見積書（任意様式、消費税抜き）を１部作成し、次の事項を記載した

長形３号の封筒に密封して提出すること。なお、見積書には見積額の総額が分かる

ように記載すること。 

    ※契約時には消費税法改正に従った額を加算し、契約締結するものとする。 

 ① 業務名称 

 ② 提出者の所在地・名称・代表者名・代表者印 

 ③ 見積書が封入されている旨（「見積書在中」など） 

   エ 提出方法：持参又は郵送。持参の場合は、市の休日を除く午前９時から午後５時

までとする。郵送の場合は、事務局まで期限内に必着とする。 

 

１０．二次審査（プレゼンテーション審査） 

 提案書の内容等について明瞭化のため、プレゼンテーションを実施する。日時等は以下の

とおりとする。 

 （１）日時 

   日時は、令和元年６月下旬を予定する。正式な日時や場所は改めて通知する。 

 （２）参加人数 

   プレゼンテーション参加人数は４人までとし、提案書にて届け出た統括責任者及び主

に担当する予定の者は、必ず参加しなければならない。 

 （３）プレゼンテーションに要する時間 

   おおむね４０分(説明約２０分、質疑応答約２０分)程度とする。ただし、提案者数に

応じて、プレゼンテーションの時間配分等を調整することがある。 

 （４）プレゼンテーションに要する機材 

   本市にてプロジェクタ及びスクリーンを準備する。機材の仕様等については、プレゼ 
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ンテーション参加者に対して通知する。 

（５）評価方法 

評価委員会には提案者名を開示せず、表３の基準に基づき、企画提案の内容、プレゼ

ンテーション及び質疑応答の内容を総合的に勘案し、技術提案の内容を評価する。なお、

参加事業者数が４者以下の場合は、一次審査の表２に関する項目を併せて評価する。 

 

 

表３：二次審査の評価項目及び配点 

評価項目 評価基準 配点 

実施体制 

仕様書に定める業務内容に対して、十分な

組織体制と実現可能な業務工程が示され

ているか。 

①組織体制及び連絡体制 

②業務工程 

１５点 

（うち①１０点、②

５点） 

専門技術力 

仕様書に定める業務内容に対して合理的

で適切な提案が行われているか。提案書は

分かりやすく説得力があるか。 

① 導入機能・規模・運営内容の検討方法 

② 配置計画・建築計画 

③ 最適事業方式の選定方法 

④ 市場調査の方法 

⑤ 運営形態及び費用負担割合検討会の運

営支援方法 

 

６５点 

（うち①２０点、  

②２０点、③１０点、

④１０点、⑤５点） 

二次審査 合計点 ８０点 

   ※評価点に端数が発生したときには、小数点第２位以下を切り捨て、第１位まで算出する。 

 

 

 

１１．最優秀提案事業者の選定等 

 （１）最優秀提案事業者選定方法 

   審査は、参加資格の確認及び提案内容の審査により実施する。荒尾市プロポーザル審

査会（以下「審査会」という。）は、下記の算定方式によって提案価格及び評価委員会

の技術評価（一次審査と二次審査の合計１００点満点）を基に審査を行い、最優秀提案

事業者の候補者を特定する。なお、提案者の評価点数が同点となった場合は、「専門技

術力」の評価が高い提案者を上位とし、「専門技術力」の評価も同点の場合は、審査会

会長が上位の提案者を決定する。 
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参加者の見積額

最も低い見積額
　＋　　

技術提案合計点
評価点数　　＝　　

20

100

80 
 

市長は、上記の審査会及び評価委員会の審査を踏まえ、最優秀提案事業者を決定する。 

 （２）最優秀提案事業者決定後の手続 

   市は、最優秀提案事業者と契約交渉を行う。なお、最優秀提案事業者との交渉の結果、

契約の締結に至らなかった場合には、次点の事業者と交渉を行うこととする。 

 （３）審査結果等の通知及び公表 

   市は、審査結果を参加者全員に速やかに通知（令和元年７月中旬予定）するとともに、

市ホームページで公表する。なお、電話による問い合わせには一切応じない。 

   なお、最優秀提案事業者以外の提案に係る審査結果については、当該参加者が特定で

きないよう、可能な範囲で配慮する。 

 

１２．その他 

 （１）費用負担 

   本実施要領に基づく全ての手続に関しては、応募者は自らの責任と費用負担によりこ

れを行う。 

 （２）使用言語等 

   本実施要領に基づく全ての意思疎通は書面によるものとし、用いる言語は日本語とす

る。また、提案書類、質疑、審査等における通貨は円、計量単位は計量法によるもの、

時刻は日本標準時とする。 

 （３）提示資料の取扱い 

   市から提示する資料等について、提案書作成にかかる検討以外の目的での使用は厳禁

とする。 

 （４）参加表明書及び提案書等の提出書類の取扱い 

   本実施要領に基づき提出された提出書類は、荒尾市情報公開条例（平成１３年条例第

１７号）に基づく情報公開請求の対象となる。 

 （５）虚偽の取扱い 

   参加表明書及び提案書に虚偽の記載をした場合には、参加表明書及び提案書を無効に

するとともに、虚偽の記載をした者に対して指名停止の措置を行うことがある。 

 （６）著作権 

   提案参加者が提出した提案書類の著作権は、提案参加者に帰属する。ただし、市がプ

ロポーザル方式の手続及びこれに係る事務処理において必要があるときは、提出された

企画提案書等の全部又は一部の複製等をすることができるものとする。なお、市に提出

した提案書等の返却は行わない。 
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【事務局（問合せ先及び書類提出先）】 

    部署名 荒尾市 教育委員会教育振興課 学校給食センター整備推進室 

    住所  〒864-8686 熊本県荒尾市宮内出目 390番地 

    電話番号 0968-63-1653  ファックス 0968-62-1218 

    電子メール ksinko@city.arao.lg.jp 
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